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○甲斐市こども医療費助成金支給条例施行規則 

令和3年12月21日 

規則第17号 

甲斐市こども医療費助成金支給条例施行規則（平成20年甲斐市規則第8号）の全部を改正

する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、甲斐市こども医療費助成金支給条例（平成16年甲斐市条例第108号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（条例第3条第1項ただし書の規則で定める特別の事情） 

第３条 条例第3条第1項ただし書の規則で定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

(1) 身体又は生命に危険が生じるおそれがあること。 

(2) その他市長がやむを得ないと認める事情 

（受給者証の交付申請等） 

第４条 条例第3条の規定による医療費の助成を受けることができる者（以下「助成対象者」

という。）は、条例第5条の規定による申請をするときは、甲斐市こども医療費助成金受

給資格者証交付等申請書（様式第1号）（以下「交付等申請書」という。）に医療保険各

法の規定による資格確認書等その他当該子どもの保護者であることを証明する書類を添

えて、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、助成対象者であると認めたと

きは、甲斐市こども医療費助成金受給資格者証（様式第2号）（以下「受給者証」という。）

を交付するものとする。 

（受給者証の有効期間） 

第５条 受給者証の有効期間は、前条第1項の規定による申請があった日から当該こどもが

満18歳に達する日以後の最初の3月31日又は受給資格喪失日のいずれか早い日までとす

る。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に定める日を申請日とみなす。 
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(1) 対象者となった日の翌日から起算して15日以内に前条第1項の規定による申請をし

たときは、対象者となった日 

(2) 災害その他やむを得ない理由により前条第1項の規定による申請をすることができ

なかった場合において、当該やむを得ない理由がやんだ日の翌日から起算して15日以

内に当該申請をしたときは、当該やむを得ない理由により当該申請をすることができ

なくなった日 

（受給者証の再交付） 

第６条 受給者証の交付を受けた助成対象者（以下「受給資格者」という。）は、条例第5

条の規定により受給者証の再交付を受ける場合は、交付等申請書を市長に提出して、そ

の再交付を受けなければならない。 

２ 受給者証を損傷した場合の前項の申請には、前項の申請書に当該損傷した受給者証を

添えなければならない。 

３ 受給資格者は、第1項の規定により再交付を受けた後、亡失した受給者証を発見したと

きは、直ちに市長に返還しなければならない。 

（委託） 

第７条 条例第7条第1項の規定による保険医療機関等への支払に関する費用の審査及び支

払に関する事務は、山梨県国民健康保険団体連合会及び山梨県社会保険診療報酬支払基

金に委託して行うものとする。 

（条例第7条第3項の規則で定める場合） 

第８条 条例第7条第3項の規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

(1) こどもが山梨県内の保険医療機関等で療養の給付又は訪問看護療養費若しくは家

族訪問看護療養費の支給を受けた場合で、助成対象者が、当該保険医療機関等の窓口

で受給者証を提示しないとき。 

(2) 山梨県外の保険医療機関等で療養等を受けた場合 

(3) 医療保険各法に規定する入院時食事療養費、保険外併用療養費、療養費、家族療養

費又は特別療養費の支給の対象となる療養等を受けた場合 

(4) 母子保健法（昭和40年法律第141号）に基づく養育医療の給付の対象となる療養等

を受け、かつ、同法第21条の4第1項の規定により扶養義務者が費用を徴収されること
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となる場合 

(5) 山梨県内に事務所を有しない国民健康保険組合のうち次に掲げるもの以外のもの

又は山梨県外の市町村が行う国民健康保険の被保険者が療養等を受けた場合 

ア 全国歯科医師国民健康保険組合 

イ 全国土木建築国民健康保険組合 

ウ 中央建設国民健康保険組合 

(6) 前各号に掲げる場合のほか、市長において必要があると認める場合 

（助成金の請求等） 

第９条 条例第7条第3項の請求は、こども医療費助成金請求書（様式第3号）により行わな

ければならない。 

２ 市長は、特に必要と認めるときは、前項に定めるもののほか、必要な書類の提出又は

提示を求めることができる。 

３ 前2項の規定にかかわらず、前条第4号に規定する場合にあっては、山梨県から本市に

納入通知書が送付されることにより受給資格者から第1項の規定による請求があったも

のとみなし、市が当該納入通知書をもって山梨県に支払うことにより受給資格者に対し

助成金の支給があったものとみなす。 

（条例第10条に規定する規則で定める事項） 

第10条 条例第10条に規定する規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 被保険者、加入者又は組合員名 

(2) 保険者名 

(3) 資格確認書等の記号・番号 

(4) 前3号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（変更の届出） 

第11条 条例第10条の規定による変更の届出又は受給資格を失ったときの届出は、交付等

申請書に受給者証を添えて行わなければならない。 

２ 条例第10条の規定による支給理由が第三者の行為によって生じた場合の届出は、第三

者行為傷病届（様式第4号）により行うものとする。 

（受給者証の返還） 
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第12条 受給資格者は、受給資格を喪失したとき、又は新たな受給者証の交付を受けたと

きは、速やかに受給者証を市長に返還しなければならない。 

（受給資格者台帳） 

第13条 市長は、医療費の助成に関する事務を的確に処理するため、こども医療費助成金

受給資格者台帳を備えるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和4年4月1日から施行する。 

（甲斐市高校生等医療費助成金支給条例施行規則の廃止） 

２ 甲斐市高校生等医療費助成金支給条例施行規則（平成29年甲斐市規則第8号）は、廃止

する。 

（経過措置） 

３ この規則による改正後の甲斐市こども医療費助成金支給条例施行規則の規定は、この

規則の施行の日以後に行われる医療に係る医療費助成金について適用し、同日前に行わ

れた医療に係る医療費助成金については、なお従前の例による。 

４ この規則の施行の日前において、この規則による廃止前の甲斐市高校生医療費助成金

支給条例施行規則の規定により行われた医療に係る医療費助成金については、なお従前

の例による。 

５ この規則の施行の際、改正前の甲斐市こども医療費助成金支給条例施行規則の様式に

よる用紙で、現に残存するものは、当分の間、所要の修正を加え、なお使用することが

できる。 

附 則（令和6年11月27日規則第33号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和6年12月2日から施行する。 

（経過措置） 

２ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を

改正する法律（令和5年法律第48号。以下「法」という。）第10条の規定の施行の際現に

市から被保険者証又は被保険者資格証明書の交付を受けている者が令和6年12月2日以後
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に当該規則の規定による事業の利用又は申請等をする場合における当該被保険者証又は

被保険者資格証明書については、法第10条の規定による改正前の国民健康保険法（昭和

13年法律第60号。これに基づく命令を含む。）の規定により定められた当該保険証又は

被保険者資格証明書の有効期間が経過するまでの間（当該有効期間の末日が令和6年12

月2日から起算して1年を経過する日の翌日以後であるときは、令和6年12月2日から起算

して1年間とする。）は、なお従前の例による。 

附 則（令和7年1月28日規則第1号） 

この規則は、令和7年4月1日から施行する。 
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様式第１号（第4条、第6条、第11条関係） 

様式第２号（第4条関係） 

様式第３号（第9条関係） 

様式第４号（第11条関係） 

 


